
平成21年度がん対策関係予算案  

〈 

厚生労働省  

文部科学省  

経済産業省  

237億円（236億円）  

186億円（203億円）  
102億円（106億円）  

※カツコ書きは平成20年度予算額  

がん対策予算（3省）524億円（545億円）  

がん対策推進基本計画  
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全ての患者・家族の安心  

がんによる死亡者の減少  

（20％減）  

全てのがん患者1家族の  

苦痛の軽減・療養生活の質の向上  
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重点的に取り組むべき事項  
厚24億円  

放射線療法■化学療法の  

推進、これらを専門的に  
行う医師等の育成   

治療の初期段階からの  

緩和ケアの実施  
がん医療  

に関する  

相談支援・  

情報提供  

がんの  

早期発見  
厚7億円  

受診率  

50％  
すべての拠点病院で  

「放射線療法・外来化学療法」  

を実施  

すべてのがん診療に携わる医師に  

緩和ケアの基本的な研修を実施  

すべての   

2次医療圏に  

相談支援センター  

を設置し、研修を  
修了した相談員  

を配置  

厚28億円  

がんの予防  

原則、すべての2次医療圏に拠点病院を設置し、  
医療機関の整備等  厚11億円   

5大がんの地域連携クリテイカルパスを整備  
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※ がん検診事業（地方交付税措置）1，300億円程度  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  平成19年度   平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（1）がん医療  l厚生労働省l  l厚生労働省】  

①射線病魔．化学  5，423，496千円  5，413，786千円  

療法の推進及び医療  （がん診療連携拠点病院制度）  
従事者の育成  放射線療法及び化学療法の実施体制の更なる強化等を  

図るため指定要件を見直し  （設備整備等）  

①がん診療連携拠点病院の機能強化のための補助  がんに係る放射線治 療機器緊急整備事  
・がん診療を行っている      （設備整備等）  

がんに係る放射線治  業   5406000千円   
医療機関が放射線療法及  ①放射線治療機器（リニアック）緊急整備  

療機器緊急整備事  1960000千円  がん医療指導者糞   
び化学療法を実施できる  34施設に整備  業  がん診療連携拠点  成研修事業   

ようにするため、まずは  3，360．000千円  病院機能強化事業   59，511千円  

その先導役として、すべ   （研修等）  
3，055，000千円    がん専門医臨床研   

ての拠点病院において、   病院機能強化事業  1国立がんセンターにおけるがん診療に専門的に携わ  がん医療指導者養  修モアル事業   

女盤          5年以内に 放射線療法  1，669，500千円  る医療従事者に対する研修の実施   
成研修事業   383．520千円   

及び外来化学療法を実施   ①放射線治療計画に関する研修の実施   がん医療指導者糞        仁多・ ②がん診療連携拠点病院における地域のがん診療に携   61，326千円 がん医療水準均て  がん医積水準均て ん化の推進に向けた   
できる体制を整備すると  21名（診療放射線技師等）   

成研修事業   
64557千円  わる医療従事者に対する研修の実施   ん化の推進に向けた  

ともに、拠点病院のフち、  ②がん化学療法医療チーム養成研修の実施112名   がん医療水準均て  ③がん診療に専門的に携わる医師がインターネットを  看護職員資質向上  対策   
少なくとも都道府県がん  ③短期がん専門研修の実施 6名■（医師）   ん化の推進に向けた  利用した学習を可能にする環境の構築等  対策   137，686千円   

診療連携拠点病院及び特  ④がん看護研修企画■指導者研修の実施   看護職負資質向上  138，113千円  専門薬剤師研修事   

定機能病院において、5   140名（看護師）   対策  専門薬剤師研修事  業  
業  114，鋸5千円  

年以内に、放射線療法部 門及び化学療法部門を設    n ⑤がん患者に対する看護ケアの充実のため都道府県カテ 行う質の高い看護師育成事業の企画・立案及び評価  161，806千円 専門薬剤師研修事 業  114，825千円   

置することを目標とする。   
抗がん剤等の医薬品に   

を行うための検討会の開催に必要な経費の補助   （医薬品）  

⑥がん詮療に従事する医師等の研修  日米欧三極治験相  

ついては、「革新的医薬  医師11名 がん登録実務者137名 臨床検査技師4名  、 

品・医療機器創出のため  看護師講義研修43名、実地研修15名  種施策を実施   
11，431千円  12，018千円  

日中韓治験調査対  
の5か年戦略！に基づき、   
5年以内に新薬の上市ま  

策事業費  検討費  
利用した学習を可能にする環境の構築等  32，588千円  9，617千円  

での期間を2．5年短縮  コンハ●ッショネ」、・ユース  

することを目標とする。  （医薬品）  治験実施調査対策  検討費   事業費   

なお、放射線療法及び  ①「有効で安全な医薬品を迅速に提供するための検討  事業費  9，627千円   11．399千円   

外来化学療法の実施件数   会」報告書とりまとめ  42，551千円  治験実施調査対策  

を集学的治療の実施状況       ロ  ロム＼A －・    ファーマコケ■ノミクス等利  事業費   用医薬品臨床評価  

を評価するための参考指   用医薬品臨床評価  21，562千円  

推進費  一、ノ   6，900千円  
標として用いることとす  

6，723千円  用医薬品臨床評価  
る。   医薬品等審査情報  推進費  収集調査費（国内未  

収集調査費（国内未  6，819千円  

承認薬海外承認情  医薬品等審査情報  

報収集調査費）  収集調査費（国内未  2，485千円  

3，629千円  承認薬海外承認情  
報収集調査費）  

2，495千円  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  
予算額  予算額   予算案  

（個別目標）  

1．4UU，UUU‾「H  文部科学省I   一 文部科学省l  1nnnn／1／1＝亡．m 1，プリU♪リリUl「1  nnnnn√1∩二1二「†1 ムIUUU】UUUl「1  

がんプロフェッショナル養成プランにおいて、専   がんプロ7ェッショナ  がん医療の担．い手となるがん専門医師及びがんに特化  がんプロフェッショナ ル養成プラン  
ル養成プラン  ル養成プラン  

門医師等の養成のための18事業92大学への支援  1，400，000千円  1．900，000千円   



「がん対策推進基本計画」の目標に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  平成20年度の国の主な取組   

平成20年度  
における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   

（個別目標）  

（1）がん医療  
l厚生労働省l  270，635千円  454，614千円  

②崖起とZ  

（がん診療連携拠点病院制度）  
10年以内に、すべて  

のがん診療に携わる医師  
が研修等により、緩和ケ  
アについての基本的な知  

がん医療に携わる  

医師に対する緩和   
織を習得することとする。  ①緩和ケアに関する指導者研修の実施 78名   がん医療に携わる   

原則として全国すべて  ②精神腫瘍学に関する指導者研修の実施 57名   ケア研修等事業  ①都道府県やがん診療連携拠点病院等において開催さ   141．250千円  147，700千円   
の2次医療圏において、   ③がん診療連携拠点病院緩和ケアチーム研修の   がん医療に携わる  知識の習得を行い、治療の初期段階から緩和ケアが提  がん対策推進特別  都道府県がん対策   
5年以内に、緩和ケアの  実施200名   医師に対するコ  供されることを目的とし、「がん診療に携わる医師に  事業（緩和ケア研  重点推進事業（緩   
知識及び技能を習得して  ④がん診療連携拠点病院緩和ケアチームワークショッ  ミュニケーション技  対する緩和ケア研修会の開催指針」を定める   修部分）   和ケア研修部分）   

いるがん診療に携わる医  プの実施172名   術研修事業   ②都道府県やがん診療連携拠点病院等において、がん   141，235千円  249．077千円   
師数を増加させるととも  ⑤在宅ターミナルケア研修等経費   25，781千円  診療に携わる医師盲対象とし、緩和ケアの基本的な知  インターネットを活  インターネットを活   
に、緩和ケアに関する専  都道府県が実施する   がん患者に対する  識の習得を目的とした緩和ケア研修会を開催   用した専門医の育  用した専門医の育   

門的な知識及び技能を有   ア 在宅ターてナルケア研修   リハビリテーション   ③緩和ケア研修会における指導者の育成を目的とした  成等事業   成等事業   

する緩和ケアチームを設   イ 在宅ターキナルアドパイザー派遣   に関する研修事業  研修会を開催   101，346千円  101，330千円   

直している拠点病院等が   ウ 在宅ターてナルケア普及事業   16，198千円  ④緩和ケアチームに対する研修を実施   がん医療に携わる  がん医療に携わる   

ん診療を行っている医療  エ．在宅ターミナルケア地域連携会議   
機関を複数箇所整備する  医療水準調査事 業  ⑤がん診療に専門的に携わる医師がインターネットを   ＿′1当■t刃 金b－  医師に対するコ ミュニケーション技  医師に対するコ ミュニケーション技   利用した学層を可陀にする環境の構築  
ことを目標とする。   

術研修事業   術研修事業   
に必要な経費に対する補助 ⑥都道府県における在宅緩和ケア支援センターの設置   7，299千円 医療用麻薬適正   ⑥がん患者に対するリハビリテーションに関する研修  32，048千円  31．192千円   

なお、医療用麻薬の消  や在宅緩和ケア推進連絡協議会の設置、在宅緩和ケア  使用推進事業   を実施   がん患者に対する  がん患者に対する   
費量については、緩和ケ  に従事する医師等の研修の実施に必要な経費の補助   15，640千円  ⑦がん医療に携わる医師に対するコミュニケーション   リハビリテーション  リハビリテーション   
アの推進に伴って増加す  ⑦医療従事者に対してリハビリテーション技術を習得  技術に関する研修を実施等  に関する研修事業  に関する研修事業   
るものと推測されるが、  するための研修を実施   【再掲】在宅ターミ  15．123千円   14，670千円   
それ自体の増加を目標と  159名（研修）、396名（セミナー）   ナルケア研修等経  医療用麻薬適正  医療用麻薬適正   
することは適当ではない  ⑧医師に対して、患者へのコミュニケーション技術を  費  使用推進事業  使用推進事業   
ことから、緩和ケアの提  習得するための研修を実施   84．777千円  23，612千円   17，488千円   

供体制の整備状況を計る  72名（研修）、214名（セミナー）   （普及啓発等）  
ための参考指標として用  推進事業   ①緩和ケアに関する一般国民への普及啓発の実施   
いることとする。   （普及啓発等）   128，㈹3千円  ②医療関係者向けに、医療用麻薬の適正な使用推進の  

①一般国民を対象とした緩和ケアの普及啓発を実施  ための講習会を開催するとともに、諸外国調査及びア  
②全国の一般医師への緩和ケアに対する意識調査を実  ンケート調査結果等をもとに、医療用麻薬適正使用マ  
施するとともに、緩和ケアのマニュアルを作成  ニュアルを作成し、配布する。  

③がん診療連携拠点病院で実施されている緩和ケア及  
び相談支援センターにおける水準調査を実施  



「がん対策推進基本計画」の目標に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

（研究）   （研究）   

【再掲】第3次対が    【再掲】第3次対が  【再掲】第3次対が   第3次対がん総合戦略研究事業 がん対策のための戦略   第3次対がん総合戦略研究事業 がん対策のための戦略  

研究 r緩和ケアプログラムによる地域介入研究」班による  ん総合戦略研究  研究「緩和ケアプログラムによる地域介入研究」班による  ん総合戦略研究  ん総合戦略研究  

地域の緩和ケアの普及方法について検討  経費  地域の緩和ケアの普及方法について検討  経費  経費  
6，177，790千円の  6，486，679千円の  

内牧  内数  内数  

】文部科学省l  1，400，000千円   婁文部科学省  1，900，000千円  

がんプロフェッショナル養成プランにおいて  【再掲】がんプロ  
フエッソヨナル養成  

等の養成のための18事業92大学への支援   専門医師  【再掲】がんプロ  がん医療の担い手となるがん専門医師及びがんに特化し  【再掲】がんプロ       フェッショナル養成 プラン  プラン  プラン  

1，400，000千円   1．900．000千円   



「がん対策推進基本計画」の目標達成に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度の国の主な取組   

平成19年度   
平成20年度の国の主な取組   

平成20年度  
における分野別施策  予算額  予算額   予算案   

（個別目標）  

（1）がん医療  l厚生労働省【  l厚生労働省l  
③産室塵塵  213，580千円  197，037千円  

・がん患者の意向を踏ま  
え、住み慣れた家庭や地  
域での療養を選択できる  
患者数の増加を目標とす  
る。  
なお、目標については、  （研修等）  

がん患者の在宅での死亡  ①在宅ターミナルケア研修等経費  在宅ターミナルケ      在宅ターミナルケ   
割合を参考指標として用  都道府県が実施する   ア研修等経費   等により、訪問看護ステーション看護師に対して在宅  ア研修等経費  ア研修等経費   
いることとする。   ア．在宅ターミナルケア研修   84．777千円  84，651千円   55，鋸0千円  

イニ 在宅ターミナルアドバイザー派遣  ②在宅において緩和ケアの提供、看取りの実施等のサ  在宅緩和ケア対策  在宅緩和ケア対一策  
ウ．在宅ターミナルケア普及事業  ービスを希望する患者等に対し、総合的な相談・支援  推進事業   推進事業  
エ，在宅ターミナルケア地域連携会議  や地域における医療関連施設等と人材の確保を図ると   112．386千円  78，694干円  

に必要な経費に対する補助  ともに、在宅療養上の適切な支援を実施  
【再掲】がん診療連  

在宅緩和ケア対策   
や在宅緩和ケア推進連絡協議会の設置、在宅緩和ケア  推進事業   識の習得を目的とした緩和ケア研修会を開催  強化事業   強化事業  
に従事する医師等の研修の実施に必要な経費の補助   128，803千円  3．055，000千円  5，406，000千円  

（研究）   【再掲】第3次対が  （研究）  

ん総合戦略研究  
【再掲】第3次対が  
ん総合戦略研究  

経費  経費  
班による地域の緩和ケアの普及方法について検討  6，177，790千円  

経費  
6，486，679千円  

の内牧  の内数   の内数  



「がん対策推進基本計画」の目標達成に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（1）がん医療  】厚生労働省l  【厚生労働省l  
①診療ガイドラインの作成  

・科学的根拠に基づいて   （研究）   
作成可能なすべてのがん  

の種類についての診療ガ  【再掲】第3次対 がん総合戦略研 究経費  

イドラインを作成すると  
ともに、必要に応じて更  6，177，790千  
新していくことを目標と  円の内数  アップを実施   円の内数   円の内数  

する。   

、」   



「がん対策推進基本計画」の目標に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  平成19年度  
平成20年度の国の主な取組   

平成20年度  
における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  

（個別目標）  

（2）医療機関の整備等  厚生労働省  

1，825，457千円  2，224，158千円  

・原則として全国すべて   （主な予算）  （主な予算）   （主な予算〕   

がん医療の均てん化を目指し、がん診療連携拠点病院  がん診療施設情報  
の2次医療圏において、  
3年以内に、概ね1箇所  ネットワーク事業  ネットワーク事業  

312，392千円  312，392千円   
程度拠点病院を整備する  

（設備整備等）  がん診療連携拠点  
とともに、すべての拠点  

に、5大がん（肺がん、   補助   
ざJl・まふ、・→ 女  

26751千円   んて「言   504，000千円   62，595千円   
胃がん、肝がん、大腸が  ②がん診療連携拠点病院の全国連絡協議会を実施する  全国がん診療連携  ②医療連携体制強化を図るため、がん診療連携拠点病  国立がんセンター  全国がん診療連携   
ん、乳がん）に関する地   などによる医療連携体制強化   拠点病院連絡協   院の全国連絡協議会を実施   東病院通院治療  拠点病院連絡協   
域連携クリティカルパス  ③国立がんセンター東病院において、患者の身体的・  議会等経費   ③がん対策情報センターにより、がん診療連携拠点病  部経費   議会等経費   

を整備することを目標と   経済的負担を軽減し、QOLを高めることができる   1，314千円  院に対する診療支援や情報発信、医療従事者への研   62，603千円   1，153千円   

する。   よう、外来に設置した通院治療部において抗がん剤  がん対策推進特別  修等を実施   全国がん診療連携  都道府県がん対策  

治療を実施   事業（緩和ケア研  ④国立がんセンター東病院において、患者の身体的・  拠点病院連絡協  重点推進事業（綬  

①がん対策情報センターによる診療支援の実施   修除く）   経済的負担を軽減し、QOLを高めることができる  議会等経費   和ケア研修除く）  

■病理診断コンサルテーションの実施 90件   1，485，000千円  よう、外来に設置した通院治療部において抗がん剤   1，398千円  

・画 診断コンサ／レテーションの 施 36   治■、を一施   がん対策推進特別   

・放射線治療品質管理甲支援 352件  【再掲】  事業（緩和ケア研   
がん診療連携拠点   
病院機能強化事  を整備  1．343，765千円  

業  
1，669，500千円  【再掲】  【再掲】  

がん対策情報セン  がん診療連携拠点  

ター経費  病院機能強化事  
1β98，486千円  業  業  

5，406，000千円  
がん対策情報セン  

ター経費  ター経費  
1．821，117千円  

（研究）  
【再掲】第3次対が  

ん総合戦略研究   

経費 5，834，769千円  
により、各地域で活用可能な地域連携クリティカルパス  
モデルの作成  

の内数  の内数  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（3）がん医療に関する相談  

支援及び情報提供  l厚生労働省t  厚生労働省  

1．746，739千円  1，750，733千円  

・原則として全国すべて  
の2次医療圏において、  相談支援センターの体制の更なる強化等を図るため指  
3年以内に、相談支援セ  
ンターを概ね1箇所程度  
整備するとともに、すべ  がん対策情報セン   （設備整備等）  がん対策情軒セン   

ての相談支援センターに  （∋がん対策情報センターによる情報提供体制の整備等  ター経費 1，698，486千円  ①がん診療連携拠点病院に対する相談支援センターの  クー経費  ター経費  

おいて、5年以内にがん  aホームページからの情報提供  機能強化のために必要な経費に関する補助   1，698，986干円  
がん相談支援推進 事業  がん相談支援推進  対策情報センターによる   ・がん情報サービス170万PV／月  

・新規拠点病院情報の追加更新  11，902千円  

事業  研修を修了した相談員を  事業  
15，396千円  15，138干円  

配置することを目標とす  ・拠点病院主催イベント情報の掲載  がん総合相談事業  がん総合相談事業  
る。  一般向け65件、医療者向け87件  36，351千円  36，351千円   36，351干円   

また、がんに関する情  
報を掲載したパンフレッ  ・地域懇話会の開催（6府＝県開催）  

トの種類を増加させると  ・一般向けがん情報講演会の開催（3回開催）  
ともに、当該パンフレッ  ・マスコミ関係者向けメディアセミナーの開催  
トを配布する医療機関等  
の数を増加させることを  15種類230万冊作成拠点病院、都道府県等に配布  
目標とする。加えて、当  成人のがん24種類コンテンツ作成  
該パンフレットや、がん  
の種類による特性等も踏  
まえた患者必携等に含ま  
れる情報をすべてのがん  
患者及びその家族が入手  
できるようにすることを  （研修等）  

目標とする。   ①相談支援センター相談員講習会の実施133名  がん対策情報センターにおいて、がん相談員研修の実   
さらに、拠点病院にお  施及び相談支援マニュアルの作成等を実施  

ける診療実績、専門的に  
がん診療を行う医師及び  
臨床試験の実施状況に関  
する情報等を更に充実さ  
せることを目標とする。   



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別日標）  

（4）がん登録  l厚生労働省l  1厚生労働省  

22，293千円  31，564千円  

・院内がん登録を実施し   （がん診療連携拠点病院制度）  （体制整備等）  

ている医療機関数を増加  がん登録の実施体制の更なる強化等を図るため指定要  ①がん診療連携拠点病院に対する院内がん登録の機能   
させるとともに、すべて  強化のために必要な経費に関する補助  
の拠点病院における院内  ②地域や全国レベルで正確ながんの雁患率を把握する  
がん登録の実施状況（診  ための整備や、がん診療連携拠点病院等へ情報提供を．  

断から5年以内の登録症  実施  
例の予後の判明状況など）  

を把握し、その状況を改  
蕃することを目標とする。  

またすべての拠点柄   院内がん登録促進  院内がん登録促進   

院において5年以内に、   ①がん対策情報センターにおいてがん登録に係る研修  事業   精度の高いがん登録を実施するため、がん診療連携拠  事業   事業   

がん登録の実務を担う者  を実施   11．440千円  14，791千円  14，806千円  

が必要な研修を受講する  ・院内がん登録の見学研修129名  実施  
ことを目標とする。  ・地域がん登録行政担当者・実務者講習会の実施  

さらに、がん登録に対  143名  

する国民の認知度調査を  ・院内がん登録実務者研修会の実施1，527名  
行うとともに、がん登録  がん登録調査・稗  がん登録調査・精  

の在り方について更なる      （普及啓発等）  度管理指導事業   度管理指導事業  
検討を行い、その課題及  10，853千円  国民・患者向けに分かりやすく情報提供を実施  16，773千円   15，848千円  

び対応策を取りまとめる  
ことを目標とする。   ②院内がん登録実施状況調査の実施  

（研究）  （研究）  

厚生労働科学研究班により、がん登録の在り方につい  厚生労働科学研究班により、がん登録の在り方につい  
て検討  て検討  

※地方交付税措置  ※地方交付税措置  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   、平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額   平成20年度の国の主な取組  予算額   予算案  

（個別目標）  

（5ノがん〝ノうγ肋   厚生労働省   2，323，971千円   】厚生労働省 ■   2，523，615千円  2，823，960千円   

・ 発がんリスクの低減を   （行政栄養士業務指針の見直し）   がんに関する普及  （施策の充実強化）   がんに関する普及  がん総合推進事業   

図るため たばこ対策に   生活習慣病予防の徹底を図るため、特定健診・特  啓発推進事業   ①栄養・食生活改善支援対策として「食事バランスガ  啓発推進事業   168，288千円   

ついてすべての国民が喫   定保健指導の実施が医療保険者に義務づけられ、こ   113，123千円  イド」の普及啓発等、食育に関する施策の充実強化を   169，261千円  栄養・食生活改善   

煙の及ぼす健康影響につ   の実施者に管理栄養士が位置付けられたことや、食  栄養・食生活改善  図る。  栄養・食生活改善  支援対策費   
いて十分に認識すること   育の推進 地域における健康教育の充実等も踏まえ、  支援対策費  支援対策費   5．044千円  

適切な受動喫煙防止対策  行政栄養士業務指針の見直しの検討を行った。  8∫646千円  5．989千円  

を実施すること、未成年  たばこ・アルコール  たばこ・アルコール   

（普及啓発等）   
対策推進費  （普及啓発等）  対策推進費   9，680千円  

者の喫煙塞を3年以内に  
13，340千円  ′一てlリ  0％とすること、さらに   

禁煙支援プログラムの吏   ①たばこの受動喫煙防止対策の重要性や飲酒に起因   たば一対策促進事  ①たばこの受動喫煙防止対策の重要性の普及啓発や飲     片ゃ   ‾・ヱ址乙‾又〟 ／一  11．199干円 たばこ対策促進事  健康的な生活習慣 づくり重点化事業    する疾患等の正しい知識の普及のた捌こそれぞれシ  業  酒に起因する疾患寺の正しい知識の1日及啓発等を実力軋               人二  業  （たばこ対策促進   
なる普及を図りつつ、喫   ンポジウムを行った。   45540千円  ②未成年者の喫煙防止対策、受動防止喫煙対策等地域     ／   45，540千円  事業）   
煙をやめたい人に対する   ②地方自治体の申請に基づいて地域の実情にあわせ  健康増進総合支  の実情にあわせた施策を実施。   健康増進総合支   53，510千円   
禁煙支援を行っていくこ   たたばこ対策に対する国庫補助を行った。   援システム開発等   援システム事業費  健康増進総合支   
とを日標とする。   ③科学的知見に基づく正しい情報の発信、自ら生活  経費  ③科学的知見に基づく正しい情報の国民への発イ言自ら  115．550千円  援システム事業費   
また、健康日本21に   習慣の改善を行うプログラムの開発、専門家の個別   174．703千円  生活習慣の改善を行うことを支援するプログラムの開  国立がんセンター  109，023千円   

掲げられている「野菜の   保健指導が受けられる双方向対話型プログラムの開  国立がんセンター  発、保健師等の専門家の個別指導が受けられる双方向  がん予防・検診研  国立がんセンター   
摂取量の増加云、「1日   発を終了し、20年度に運用するための準傭を行った。  がん予防，検診研  対話型プログラムの機能を有する健康増進総合支援シ  究センター経費  がん予防・検診研   
の食事において 果物類   ④肝炎対策・ウイルス肝炎予防感染者を支援し、各  究センター経費  ステムを運用する。   549，661千円  究センター経費   

を摂取している者の増加：   自治体における一層の肝炎対策を推進するため、リ   516，985千円  ①肝炎対策・ウイルス肝炎予防感染者を支援するため、  肝炎等克服緊急   618－003千円   

及び用ヒ肪エネルギー比   ーフレットやポスターなどを作成し 広く国民に正  肝炎等克服緊急  各自治体におけるの一層の肝炎対策を推進するため、  対策研究費   肝炎等克服緊急  
串の減少ノ等を目標とす   しい知識を普及させた。   対策研究費   リーフレットやポスターなどを作成し、広く国民に正  1．602．314千円 火対策費・肝火  対策研究費 1839375千円   る。   

、ルス、 ウイルスに関する  

ウイルスに関する   相談事業等委託   
し、医師等による相談事業等を行った。   相談事業等委託  費   相談事業等委託  

費   24．101千円   費   
26，100千円  21．037千円  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

（研究）   【再掲】肝炎等克  （研究）   
【再掲】肝炎等克  

⑤肝炎等克服緊急対策として、ウイルス肝炎の予防  服緊急対策研究  ⑤肝炎等克服緊急対策として、多様な患者病態に合わ  服緊急対策研究  
費  

・治療法の開発をはじめとして、ウイルス肝炎の病  費   費 1，60Z，314千円   
また、研究者及び一般国民向けの研究成果発表会  基盤的研究、医療経済、医療の標準化等の社会医学的  

を開催し、肝炎研究の取組についての理解と関心の  研究を行い、肝炎ウイルスの病態及び感染機構の解明  
喚起を囲った。  並びに肝炎、肝がん等の予防及び治療法の開発等を行  

。  

※地方交付税措置  

（2）塩畳旦盈鼠  

「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための  
指針について」（平成20年3月31日付け健発第0331058  
号厚生労働省健康局長通知）  

予防健康教育の対象に胃がんを追加、市町村に対し  
て継続的な受診指導等を行うこと、がん検診について  
の事業評価の一環として精度管理に関する検討を義務  
づけるなど、受診率の向上を念頭に従来の指針を改正。  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（6）がんの早期発見  厚生労画盲「    l   弓 厚生労働省；   

677，369千円  1，834，040千円  2，410，643千円   
・ がん検手金の受診率につ  （精度管理）  （精度管理）  

いて、欧米諸国に比べて   ①がん検診に関する検討会を平成19年6月から平成  がん検診精度管理  ①がん検診精度管理を向上させるため、検診機関の設  がん検診精度管理  がん検診精度管理   
低いことも踏まえ、効果  19年12月までの間に3回開催し、肺がん検診にお  評価事業   置基準や実施担当者の習熟度等のプロセス評価、及び  評価事業   評価事業   
的・効率的な受診間隔や  ける検診方法やがん検診の事業評佃等について検討を   12．989千円  受診率、要精密検査率、がん発見率等の数値基準など   12，722千円   7，173千円   
重点的に受診勧奨すべき   行い、とりまとめられた中間報告書は地方公共団体等  がん検診実施体射  のアウトカム評価等を推進する七めの検討会を開催す  がん検診実施体掛  がん検診受診促進   
対象者を考慮しつつ5年  に周知を行った。   強化モデル事業  る。  強化モデ／レ事業  企業連携委託事   

以内に 50％以上（乳  ②がん検診事業の評価に関する委員△を平成19年6   55∫000千円  57．603千円  業   

、 
女性のがん検診に  

、 等）とすることを目標と  関する普及啓発推  

、 向上及び精度管理・事業評価に向けた取組の在り方に  進事業  
する。  

上企業連携推進  

98，465千円  99′900千円  
また、すべての市町村  マンモグラフィ検診   

において、精度管理・事  共団体等に周知を行った。   従事者研修事業  従事者研修事業  女性の鯉康支援   
業評価が実施されるとと  156，540千円  156．540千円  
もに、科学的根拠に基づ  （設備整備等）  （設備整備等）  乳がん用マンモコ   
くがん検診が実施される  （卦マンモグラフィ検診の診断精度及び受診率を向上さ   精度向上事業   ②読影技術の補完としてCADを導入し、見落としな  イル緊急整備事業  マンモグラフィ検診   
ことを目標とする。なお、  せるため、CADの整備に対する国庫補助を行った。   354，375千円  どの件数を削減し、検診精度の向上を図る。   866．250千円  従事者研修事業   
二れらの目標については、  伍）乳がん検診について、平成17・18年度と検診体  ③これまで検診体制確立のため、読影医師等の研修に  マンモグラフィ遠隔  156，54U千円   

精度管：哩・事業評価を実  制を確立するため、機器の緊急整備や読影医師等の研  取り組んできたところであるが、今後は、これらの研  診断支援モデル事  乳がん用マンモコ   
施している市町村数及び  修に取り組んできたところであるが、これらの研修を  修を受けた者を含め、さらにレベルアップさせるため  業   イル緊急整備事業   

科学的根拠に基づくがん  受けた者を含め さらにレノヾルアップさせるための上  の上級研修を実施し、より精度の高いマンモグラフイ   286，650千円  866．250千円   

検診を実施している市町  級研修を実施し、より精度の高いマンモグラフィ検診  検診を推進する。   マンモグラフィ検診  

村数を参考指標として用  を推進する研修事業への国庫補助を行った。  精度向上事業 35 

いることとする。   ⑤乳がん及び子宮がんの予防、早期発見及び早期治療  してがん検診の受診率向上、死亡者の減少につながる  4．375千円   

を図るため、検診の受診を勧奨するための啓発普及事  検診を推進するため、適齢層への啓発活動を行う。  
労働災害防止封  
策費補助金（デジ  

業への国庫補助を行った。  ⑤市町村が実施するがん検診については、各実施機関  タル機能搭載レン  
（参都道府県において、がん検診実施機関等の個別デー  ごとの受診者数、要精密検査率等のデータが把握でき  トゲン検診車の整  
タを収集してデータベースを構築しHPにて公表する  ていないことから、都道府県においてがん検診実施機  傭補助）  

事業への国庫補肋を行った。  関の個別データを収集してデータベースを構築する体  310－500干円  
制を構築事業。  
⑥読影による診断に困難な事例がある場合など、より  
技術力のある読影医師のいる病院等ヘデータで送受信  
し、的確な助言一指導を受けることができるよう診断  
支援を行う。  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

（2）塩塵旦盈盟  

①「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため  
の指針について」（平成20年3月31日付け健発第0331  
058号厚生労働省健康局長通知）  

予防健康教育の対象に胃がんを追加、市町村に対  
して継続的な受診指導等を行うこと、がん検診につ  
いての事業評価の一環として精度管理に関する検討  
を義務づけるなど、受診率の向上を念頭に、従来の  
指針を改正。  

②「健康診査管理指導等事業実施のための指針につい  
て」（平成20年3月31日付け健総発第0331012号厚生労  
働省健康局総務課長通知）  

生活習慣病検診等管理指導協会の下に各がん部会  
（胃がん部会等）を設置、生活習慣病検診等従事者  

講習会などの各種講習会等の実施、事業評価及び精  
度管理等の実施  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策 
／  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額   平成20年度の国の主な取組  予算額   予算案   
（個別目標）  

8，689，59丁十H  がん医療  】厚生労働省l  9，137，093千円  

（7）曳さ＆軌究  

第3次対がん総合  第3次対がん総合  

・がんによる死亡者の減   （支援等）  戦略研究経費   戦略研究経費．   

少 すべてのがん敗者及  多施設臨床試験支援を実施   6－177，790千円  ノノ がん対策情報センターにより、多施設共同臨床試験支援  6．486・679千田  5，834，769千円   

びその家族の苦痛の軽減  ・支援中の臨床試験  第3次対がん総合  第3次対がん総合  

並びに療養生活の質の維  試験数98試験、患者登録総数1050名  戦略企画運営会」、   戦略企画運営象   

持向上を実現するための  
議経費！ 711；   読経費 ノ／843一  円  

（研究）  

円  地球規模保健課  
（研究）  腰椎越研究経費  

がん対策に資する研究を                 千円 がん研究助成金  1．803．750千円  229，786千円   
とを目標とする。   1803750   

ナル・リサーチ、がん医療における標準的治療法の確立  腫瘍ゲノム解析・  の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現するためのが  腫瘍ゲノム解析・  1，903，750千円  
を目的とした多施設共同臨床研究、緩和ケア等の療養生  情報研究部経費  ん対策に資する研究を実施  情報研究部経費  国立がんセンター  

活の質の維持向上に関する研究、がんの実態把握とがん  57，355千円  57，653千円  腫瘍ゲノム解析・  
情報の発信に関する研究、及び、均てん化を促進する体  国立がんセンター  国立がんセンター  情報研究部経費  

制整備等の政策課題に関する研究の推進   臨床開発センター  臨床開発センター  57，614千円  

経費  経費  国立がんセンター  

②がん研究助成金 がんの予防、診断、治療の発展に寄  593．679千円  729，067千円  臨床開発センター  

与する研究を行う研究者に対して、研究費を助成した。  研究費配分機能  
移管関係事務費  移管関係事務費  492．845千円  

3，421千円  3，421千円  

培養生物資源保  培養生物資源保  

存管理基盤整備  存管理基盤整傭  3，421千円  

費・疾患遺伝子解  費・疾患遺伝子解  
析用DNAバンク  析用DNAバンク  

事業費  事業費  費・疾患遺伝子解  
52，891千円  55，680千円  

事業費  
55．112千円  

重文部科学省l   文部科学省  略426，207千円   

①平成19年度より、橋渡し研究支援推進プログラムを  科学研究費補助  
金4．500，000千円   金4，500，000干円  

革新的ながん治療  

進及び重粒子線がん治療研究の推進等を実施。  革新的ながん治療 法の開発に向けた 研究の推進  
研究の推進  2，400，000千円  

675．000千円   600，000千円   



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  

平成19年度の国の主な取組   
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

橋渡し研究支援推  橋渡し研究支援推  
進ブロタラム  進70ロク‘ラム  究プロク◆ラム  

1．500，000千円  1，750，000千円  
分子イメーシ′ンク′研  分子イメーシーング研  
究プロク◆ラム  究プロク◆ラム  係る人材育成7’ロ  

1．355，000千円  1，200，000千円  
粒子線がん治療に  粒子線がん治療に  

係る人材育成70口  係る人材育成70ロ  

ク◆ラム40，000千円  クラム80．000干円  
放射線医学総合  放射線医学総合  
研究所におけるが  研究所におけるが  

ん治療研究等  ん治療研究等  
7．236，450千円  7，427，766千円  

国立大学法人運  国立大学法人運  
営費交付金等の  官費交付金等の  
確保  確保  人におけるがん治  

3，422．344千円  2．814，787千円  

その他独立行政法  その他独立行政法  
人におけるがん治  人におけるがん治  
療研究の推進  療研究の推進  

62，243千円  53，654千円  

経済産業省l  l経済産業省  

12，000，143千円  
メージング機器、次世代DDS型治療システム、インテ  イメージング機器」、「次世代DDS型治療システ  
リジュント手術機器等の研究開発を実施。  インテリジェント手  

②新たながん対策等に必要な革新的創薬のための基盤技  術機器研究開発  施。   術機器研究開発  術機器研究開発  
術開発、バイオ技術を用いた新たながんの早期診断技術  プロジェクト   ②新たながん対策等に必要な革新的創薬のための基盤技  プロジェクト   プロジェクト  

等の開発、がん対策に資する医薬品・医療機器等先進医  700，123千円  術開発、バイオ技術を用いた新たながんの早期診断技術  600，000千円  600．000千円   療技術開発として 
、「基礎研究成果から臨床研究への橋  分子イメージング 機器研究開発プロ  等の開発、がん対策に資する医薬品・医療機器等先進医  分子イメージング ロ  

渡し促進技術開発」を実施。  機器研究開発プ ジ 
ジェクト  

1．200，000千円  渡し促進技術開発」を実施。  
ェクト  ジュクト  

960，000千円  
次世代DDS型悪性  

腫瘍治療システム  腫瘍治療システム   
開発プロジェクト」の一部については、両省で連携した  の研究開発事業  究開発プロジェクト」「インテリジェント手術機器研究  の研究開発事業  の研究開発事業  
事案支援（マッチンクヾファンド）を行い、産学官が連携した研  1，060，000千円  開発プロジェクト の一部については、両省で連携し   460．000千円  430．000千円  
究を実施。  た事業支援（マッチングファンド）を行い、産学官が連  

携した研究を実施。  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  

平成19年度の国の主な取組   
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

基礎研究から臨床  基礎研究から臨床  
研究への橋渡し促  研究への橋渡し促  
進技術開発  進技術開発  逓技術開発  

1．900，000千円  2，600，000千円  

ゲノム創薬加速化  ゲノム創薬加速化  
支援バイオ基盤技  支援′くイオ基盤技  

術開発  術開発  術開発  
4，360，020千円  3，686，018千円  

糖鎖機能活用技  糖鎖機能活用技  
術開発  術開発  術開発  

1，190．000千円  1，000，000千円  

新機能抗体創製  新機能抗体創製  
技術開発  技術開発  技術開発  

1，190．000千円  1，000．000千円  

個別化医療のため  個別化医療のため  
の技術融合バイオ  の技術融合バイオ  
診断技術開発  診断技術開発  

400，000千円  340．000千円   




